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Ａ欄の記入 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

令和２年分扶養親族等申告書の記入方法 

➢自筆で署名された場合、捺印は不要です。 

➢成年後見人が記載する場合は、「受給者氏名」を記入し、受給者の印（ない場合は成年後見人の印）を押

してください。 

➢日本年金機構から送付している申告書には、基礎年金番号・年金コード、住所の記入欄はなく、氏名の

フリガナ、生年月日はあらかじめ印刷してあります。 

 

✍✍  

■令和２年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書の記入方法 

ご本人の氏名、電話番号を（手書き分の場合は基礎年金番号・年金コード、住所、生

年月日も記入）ご記入ください。 

 

※ ご記入にあたっては、楷書体のわかりやすい文字での記入をお願いいたします。 

 １ 

 ２ 

 ３ 

提出日をご記入ください。 

 

✍✍  

控除対象となる配偶者または、扶養親族がおらず、 

ご本人が障害者・寡婦（寡夫）等に該当しなければ、申告書の提出は不要です。 
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本人障害
（該当なしの場合は

記入不要）
1.普通障害　 　2.特別障害

 

摘要

　　摘　要　欄Ｄ
年金太郎　身体障害者手帳（４級　平成29年9月1日交付）　

 
 

●あらかじめ印刷されている状態が前年から変更となる場合、印刷されている○を二重線で抹消し、

新たに該当する箇所を○で囲んでください。該当しなくなる場合は二重線で抹消のみ行ってくださ

い。（訂正印は不要です。） 

 

 

 

本人障害
（該当なしの場合は

記入不要）

1.普通障害　 　2.特別障害
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✍✍  

受給者が普通障害者に該当する場合は「1.普通障害」、特別障害者に該当する場

合は「2.特別障害」を○で囲んでください。なお、いずれにも該当しない場合は

記入は不要です。 

➢障害者に該当する場合は、裏面⑭「摘要」欄に、ご本人の氏名、身体障害者手帳等の種類と交付年月

日、障害の程度（等級など）をご記入ください。 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、障害者に該当する旨記載いた

だいていた方には、あらかじめ前年申告内容に基づく○が印刷してあります。 

➢普通障害者または特別障害者に該当するかについては、Ｐ１８「障害者とは」をご覧ください。 

➢提出する際、障害の程度を示す証明書の添付は必要ありません。 

➢介護保険法で定められている要介護認定の等級、各種公的年金制度から支給されている障害年金の等

級などとは直接関係ありません。 

✍✍  

 １ 
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本人の性別 扶養親族等の要件 死別・離婚・生死不明の別 本人の所得要件 区分 

女性 

扶養親族である子がいる 死別・離婚・生死不明 

５００万円以下 特別寡婦 

５００万円超 

寡  婦 

扶養親族（子以外）がいる 

死別・離婚・生死不明 要件なし 
所得の見積額が４８万円以下の 

生計を一にする子（※）がいる 

扶養親族や生計を一にする子がい

ない 
死別・生死不明 ５００万円以下 

男性 
所得の見積額が４８万円以下の 

生計を一にする子（※）がいる 
死別・離婚・生死不明 ５００万円以下 寡  夫 

 

 

 

 

「寡婦
か ふ

・寡夫
か ふ

」欄について、寡婦
か ふ

の場合は「1.寡婦」、特別
とくべつ

寡婦
か ふ

の場合は 

「2.特別寡婦」、寡夫
か ふ

の場合は「3.寡夫」を○で囲んでください。なお、いず

れにも該当しない場合は記入は不要です。 

➢寡婦、特別寡婦、寡夫に該当するかについては、「寡婦・特別寡婦・寡夫とは」（下の表）をご覧ください。 

➢寡婦に該当する場合は、裏面⑭「摘要」欄に以下をご記入ください。 

・死別・離婚・生死不明の別 

・扶養親族または生計を一にする子が 

① いる場合 ：その人の氏名および令和２年中の所得の見積額 

② いない場合：ご本人の令和２年中の所得の見積額 

➢特別寡婦に該当する場合は、裏面⑭「摘要」欄に以下をご記入ください。 

・死別・離婚・生死不明の別 

・扶養親族である子の氏名及び令和２年中の所得の見積額 

・ご本人の令和２年中の所得の見積額 

➢寡夫に該当する場合は、裏面⑭「摘要」欄に以下をご記入ください。 

・死別・離婚・生死不明の別 

・生計を一にする子の氏名および令和２年中の所得の見積額 

・ご本人の令和２年中の所得の見積額 

➢提出する際、寡婦・特別寡婦・寡夫を示す書類の添付は必要ありません。 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に寡婦（寡夫）の申告がされている場合は、あらかじめ前

年申告内容に基づく○が印刷してあります。 

寡婦
か ふ

・特別
とくべつ

寡婦
か ふ

・寡夫
か ふ

とは 

 所得税法上の「寡婦」、「特別寡婦」、「寡夫」とは、受給者本人が、夫や妻と死別、もしくは離婚した

後に再婚していない方、または夫や妻の生死が明らかでない方で受給者本人の所得が一定の要件に該当する

方をいいます。詳しくは下表をご参照ください。 

※「子」は、他の方の同一生計配偶者または扶養親族とされていない方に限られます。 

 ２ 
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寡婦・寡夫
（該当なしの場合は

記入不要）

1.寡婦　  2.特別寡婦　  3.寡夫

 （女性）　（女性）　　 （男性）
 

 

摘要

　　摘　要　欄Ｄ

年金太郎　配偶者と死別　所得見積額　300万円
子　年金一郎　所得見積額　0円　　

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

本人所得
（該当なしの場合は

記入不要）

年間所得の見積額が９００万円を
超える場合は右の欄に○をしてください。

 
 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご本人が障害者・寡婦（寡夫）等に該当しなければ、申告書の提出は不要です。 

ご本人が障害者・寡婦（寡夫）等に該当する場合は、  へ進んでください。 

✍✍  

➢所得の金額の計算については、Ｐ１９「所得金額の計算方法」をご覧ください。 

➢計算の結果、所得の金額がマイナスの金額となった場合は、「０」万円と判断してください。 

➢本人所得が 900 万円を超えるかは、配偶者の控除額を計算する際に影響します。  欄をご覧ください。 

ご本人の令和２年分の所得見積額を算出し、所得見積額が 900万円を超える場合は 

○をつけてください。900万円を超えない場合は不要です。 

✍✍  

 ３ 

 ５ 

 16 

控除対象となる配偶者または、扶養親族がいない

場合 
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Ｂ欄の記入 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

控除対象となる配偶者の氏名、生年月日、該当する続柄を○で囲んでください。 
 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、配偶者の氏名等記

載いただいていた方には、配偶者の氏名等をあらかじめ印刷してあります。 

『控除対象となる配偶者』とは以下のいずれかの条件に該当する方になります。 

 ●令和２年中の所得の見積額が９００万円以下の受給者と生計を一にする配偶者 

で、所得のない方または令和２年の所得の見積額が９５万円以下の方 

 ●令和２年中の所得の見積額が９００万円を超える受給者と生計を一にする配偶者 

で、令和２年の所得の見積額が４８万円以下（または所得がない）で、障害者に 

該当する方 

 ⇒所得の金額の計算については、Ｐ１９「所得金の計算方法」をご覧ください。 

●法律上婚姻関係にない方は控除対象となる配偶者に該当しませんのでご注意くださ

い。 

●あらかじめ印刷されている配偶者が令和２年については控除対象とならない場合、印

刷されている配偶者の氏名を二重線で抹消してください。（以降の扶養親族についても

控除対象とならない場合、同様に抹消してください。）訂正印は不要です。 

✍✍  

 ４ 

 ５  ６  ７ 

 ８ 

 ４ 
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●個人番号（マイナンバー）欄について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・マイナンバーの収録状況表示欄に「収録済」と記載されている場合  

⇒マイナンバーの記入は不要です。 

個人番号
（マイナンバー）

収録済 * * * * * * * * * * * *
 

 

  ※マイナンバーを変更した場合は、申告書裏面「摘要」欄にご記入ください。 

摘要

　　摘　要　欄Ｄ

年金好子　変更後マイナンバー　333333333333

 
 

 ・マイナンバーの収録状況表示欄に「未収録」と記載されている場合 または 

 ・マイナンバーの収録状況表示欄に斜線が引かれているが、新たに配偶者を記入する場合 

  ⇒マイナンバーをご記入ください。 

 
個人番号

（マイナンバー）
未収録

1 1  1 1  1 1 1  1 1  1 1 1個人番号
（マイナンバー）

1 1  1 1  1 1 1  1 1  1 1 1

 
 

 

✍✍  

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、配偶者の個人番号

（マイナンバー）（以下「マイナンバー」という）を記入していただいていた方には、マ

イナンバーの収録状況表示欄に「収録済」と印刷してあります。 

➢マイナンバーの収録状況表示欄に「収録済」と記載されている場合は、マイナンバーの記

入は不要です。マイナンバーの変更をされた場合は、裏面⑭「摘要」欄に配偶者の氏名、

変更後のマイナンバーをご記入ください。 

➢マイナンバーの収録状況表示欄に「未収録」と記載されている場合、または前年に配偶者

を記入して提出していただいていない（マイナンバーの収録状況表示欄に斜線が引かれて

います）場合、所得税法施行規則第７７条の４の規定によりマイナンバーのご記入をお願

いします。番号を確認するための書類の添付は不要です（記入がない場合でも申告書は受

け付けします）。 
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配偶者の区分

機構
使用欄

上記以外の方は、｢手引き｣を
参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください。
（収入がない方はゼロを記入）

配偶者の収入が年金のみで、
下記１，２のどちらかに該当する
方は右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　158万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　108万円以下の方

万円

 
 

配偶者の区分

機構
使用欄

上記以外の方は、｢手引き｣を
参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください。
（収入がない方はゼロを記入）

配偶者の収入が年金のみで、
下記１，２のどちらかに該当する
方は右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　158万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　108万円以下の方

58
万円

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「配偶者の区分」欄は、控除対象となる配偶者の収入が公的年金のみで、令和 

２年中の収入見積額が申告書に記載されている年金額以下であれば○を、それ以

外であれば年間所得見積額を計算し、ご記入ください。 
➢配偶者を控除対象とするために必ず記入が必要です。記入漏れのないようご注意ください。 

➢所得の金額の計算については、Ｐ１９「所得金額の計算方法」をご覧ください。 

➢令和２年中の収入金額が申告書に記載されている年金額以下である場合、配偶者の所得見 

積額は 48万円以下となります。 

➢計算の結果、所得の金額がマイナスの金額となった場合は、「０」万円と判断してください。 
➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、配偶者の氏名等記載

いただいていた方には、あらかじめ前年申告内容に基づく○や金額が印刷してあります。 

➢税制改正により所得見積額の計算方法が変更になりました。前年から収入に変更がない場合

でも、改めて所得見積額を計算してください。 

 

✍✍  

『本人所得』と『配偶者の区分』が以下に該当する場合は、以下のとおり 

控除に制限がありますので、ご注意ください。 
 

＜本人所得が 900 万円を超えない場合＞ 

●『配偶者の区分』において、配偶者の年間所得見積額が 48 万円を超える～95 万円以下

の場合 
 ・配偶者が障害者に該当する場合でも配偶者の障害者控除（月額 22,500～62,500円）は受けら

れません。 

 ・配偶者が７０歳以上であっても老人控除対象配偶者控除（月額 40,000円）は受けられません。 

●『配偶者の区分』において、配偶者の年間所得見積額が 95万円を超える場合 
 ・配偶者控除の対象となりません。 

＜本人所得が 900 万円を超える場合＞ 

●『配偶者の区分』において、配偶者の年間所得見積額が 48万円以下の場合 
 ・配偶者が障害者に該当する場合のみ、配偶者の障害者控除（月額 22,500～62,500円）が受け

られます。 

●『配偶者の区分』において、配偶者の年間所得見積額が 48万円を超える場合 
 ・配偶者控除の対象となりません。 
 

 

 

「○」をする場合 

金額を記入する場合 

 ５ 

✍✍  
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●配偶者が控除対象とならない場合の例 

『本人所得』と『配偶者の区分』の記入内容によって、以下に該当する場合は、配偶

者氏名等を記入いただいても控除の対象となりませんので、ご注意ください。 

 

① 『配偶者の区分』に 95万円を超える所得見積額を記入した場合 

配偶者の区分

機構
使用欄

上記以外の方は、｢手引き｣を
参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください。
（収入がない方はゼロを記入）

配偶者の収入が年金のみで、
下記１，２のどちらかに該当する
方は右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　158万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　108万円以下の方

98
万円

 
 

② 『本人所得』において、所得見積額が 900万円を超えるとして○をし、 

かつ『配偶者の区分』に 48万円を超える所得見積額を記入した場合 

配偶者の区分

機構
使用欄

上記以外の方は、｢手引き｣を
参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください。
（収入がない方はゼロを記入）

配偶者の収入が年金のみで、
下記１，２のどちらかに該当する
方は右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　158万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　108万円以下の方

58

本人所得
（該当なしの場合は

記入不要）

年間所得の見積額が９００万円を
超える場合は右の欄に○をしてください。

万円

 
 

 

③ 『本人所得』において、所得見積額が 900万円を超えるとして○をし、 

かつ『配偶者障害』（下記⑥参照）において、障害者に該当しない場合 
本人所得

（該当なしの場合は
記入不要）

年間所得の見積額が９００万円を
超える場合は右の欄に○をしてください。

1.普通障害

2.特別障害

配偶者障害
該当なしの場合
は記入不要

 
 

 

 

 

 

 

 

 

✍✍  

✍✍  

✍✍  
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1.普通障害

2.特別障害

配偶者障害
該当なしの場合
は記入不要

 
 

 ●摘要欄の記入例は  をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「配偶者障害」欄は、配偶者が普通障害者に該当する場合、「1.普通障害」、

特別障害者に該当する場合、「2.特別障害」を○で囲んでください。 

また、障害者に該当する場合は、裏面の⑭「摘要」欄に、配偶者の氏名、身体障害者手帳等の種類と

交付年月日、障害の程度（等級など）をご記入ください。 

なお、いずれにも該当しない場合は記入は不要です。 

➢普通障害者または特別障害者に該当するか否かについては、Ｐ１８「障害者とは」をご覧くだ

さい。 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、障害者に該当する旨記

載いただいていた方には、あらかじめ前年申告内容に基づく○が印刷してあります。変更がな

い場合、摘要欄の記載は不要です。 

➢提出する際、障害の程度を示す証明書の添付は必要ありません。 

➢介護保険法で定められている要介護認定の等級、各種公的年金制度から支給されている障害年

金の等級などとは直接関係ありません。 

✍✍  

控除対象となる配偶者が別居している場合は、「同居・別居の区分」の『2.別居』

を○で囲み、裏面⑭「摘要」欄に、控除対象となる配偶者の氏名と住所をご記入

ください。 

また、控除対象となる配偶者が受給者本人または扶養親族等の対象者と同居している場合は、区分の

『1.同居』を○で囲んでください。 

 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出された方には、あらかじめ前年申

告内容に基づく○が印刷してあります。 

➢国外にお住まいの方を控除対象とする場合は、以下の「国外にお住まいの扶養親族等がいる場合の

提出方法」をご覧いただき、必要な添付書類を同封してください。前年に国外にお住まいの方を控

除対象としていた場合は「非居住者」と印刷してあります。変更がない場合、摘要欄の記入、書類

の添付は不要です。 

 ６ 

 １ 

 ７ 
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1.同居

2.別居

 同居・別居
の区分

 

摘要

　　摘　要　欄Ｄ

年金好子　住所は　東京都　○○市△△町✕✕丁目○番地

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

摘要

　　摘　要　欄Ｄ

年金好子は非居住者
住所はアメリカ合衆国

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
配偶者老人区分

２.老人
配偶者の見積額が48万円以下
かつ70歳以上の場合に該当

 
 

 

✍✍  

✍✍  

●国外にお住まいの扶養親族等がいる場合の提出方法 

  控除対象となる配偶者または扶養親族が非居住者（※）の場合は、摘要欄にその方

の氏名・住所・非居住者である旨を記入してください。また、親族関係書類（注）を

申告書と同封してご提出ください。 

（注）親族関係書類とは次の①または②のいずれかの書類で、その非居住者があなたの配偶者

または親族であることを証するものをいいます。なお、これらの書類が外国語により作成さ

れている場合には、日本語での翻訳文も必要になります。 

  ①戸籍の附票の写し、その他の国または地方公共団体が発行した書類およびその配

偶者又は扶養親族の旅券（パスポート）の写し 

  ②外国政府または外国の地方公共団体が発行した書類（その配偶者又は扶養親族の

氏名、生年月日および住所または居所の記載があるものに限ります） 

（※）「非居住者」とは、国内に住所を有さず、かつ現在まで引き続いて 1 年以上国内に居所

を有していない方をいいます。 

✍✍  

「配偶者老人区分」欄は、配偶者が「老人控除対象配偶者」に該当する場合は、

「２．老人」を○で囲んでください。なお、該当しない場合は記入は不要です。 
➢「老人控除対象配偶者」に該当する方は、70 歳以上（昭和２６年１月１日以前に生まれた方）で

年間所得見積額が 48万円以下の配偶者です。 

✍✍  

 ８ 
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Ｃ欄の記入 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１６歳未満の扶養親族については、扶養控除の対象外となりますが、障害者に該当する場合は障害者控除の適

用を受けることができます。 

※「扶養親族（１６歳未満）」欄は、地方税法第４５条の３の３及び第３１７条の３の３の規定による「公的年金

等受給者の扶養親族申告書」の記載欄を兼ねています。 

『控除対象となる扶養親族』とは、受給者本人と生計を一にする配偶者以外の親族で、所

得のない方または令和２年中の所得の見積額が４８万円以下の方のことをいいます。 

控除対象となる全ての扶養親族の氏名、生年月日を記入し、該当する続柄を○で

囲んでください（３人目以降は裏面にご記入ください）。 

 
➢同一人が、複数の扶養控除の対象にはなれませんのでご注意ください。 

 同一生計内に所得者が 2人以上いるときは、扶養親族等を他の所得者の扶養親族とすることが

できます。また、その生計内の扶養親族等をそれぞれの所得者に分けて控除を受けたりするこ

ともできます。このような場合には、裏面⑭「摘要」欄にご記入ください。 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、扶養親族の氏名等記載

いただいていた方には、その方の氏名等をあらかじめ印刷してあります。 

✍✍  

 ９ 

 ９ 

 10 

 11  12  13 
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●個人番号（マイナンバー）欄について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✍✍  

 

控除対象となる扶養親族の種別を○で囲んでください。なお、いずれにも該当し

ない場合は記入は不要です。 

➢平成１０年１月２日から平成１４年１月１日までに生まれた方については「特定扶養親族」に該当し

ますので、『１．特定』を○で囲んでください。 

➢昭和２６年１月１日以前に生まれた方については「老人扶養親族」に該当しますので、『２．老人』

を○で囲んでください。 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出された方には、あらかじめ該当する

種別に○が印刷してあります。 
 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、扶養親族等のマイ

ナンバーを記入していただいていた方には、マイナンバーの収録状況表示欄に「収録済」

と印刷してあります。 

➢マイナンバーの収録状況表示欄に「収録済」と記載されている場合は、マイナンバーの記

入は不要です。マイナンバーの変更をされた場合は、裏面⑭「摘要」欄に対象者の氏名、

変更後のマイナンバーをご記入ください。 

➢マイナンバーの収録状況表示欄に「未収録」と記載されている場合、および前年に扶養親

族等を記入して提出していただいていない（マイナンバーの収録状況表示欄に斜線が引か

れています）場合、所得税法施行規則第７７条の４の規定によりマイナンバーのご記入を

お願いします。番号を確認するための書類の添付は不要です（記入がない場合でも申告書

は受け付けします）。 

 

➢記入方法の例は   を参照してください。 

 

 10 

 ４ 
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「障害」欄は、扶養親族が普通障害者に該当する場合、「1.普通障害」、特

別障害者に該当する場合、「2.特別障害」を○で囲んでください。 

また、障害者に該当する場合は、裏面の⑭「摘要」欄に、扶養親族の氏名、身体障害者手帳等の種類

と交付年月日、障害の程度（等級など）をご記入ください。なお、いずれにも該当しない場合は

記入は不要です。 

➢普通障害者または特別障害者に該当するか否かについては、Ｐ１８「障害者とは」をご覧くだ

さい。 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出され、障害者に該当する旨記

載いただいていた方には、あらかじめ前年申告内容に基づく○が印刷してあります。変更がな

い場合、摘要欄の記入は不要です。 

➢提出する際、障害の程度を示す証明書の添付は必要ありません。 

➢介護保険法で定められている要介護認定の等級、各種公的年金制度から支給されている障害年

金の等級などとは直接関係ありません。 

➢記入方法の例は   を参照してください。 

控除対象となる扶養親族が別居している場合は、「同居・別居の区分」の『2.別

居』を○で囲み、裏面⑭「摘要」欄に、その方の氏名と住所をご記入ください。 

また、控除対象となる扶養親族が受給者本人または扶養親族等の対象者と同居している場合は、区分

の『1.同居』を○で囲んでください。 

 

➢日本年金機構から送付している申告書には、前年に申告書を提出された方には、あらかじめ前年申

告内容に基づく○が印刷してあります。 

➢国外にお住まいの方を控除対象とする場合は、Ｐ１０「国外にお住まいの扶養親族等がいる場合の

提出方法」をご覧いただき、必要な添付書類を同封してください。前年に国外にお住まいの方を控

除対象としていた場合は「非居住者」と印刷してあります。変更がない場合、摘要欄の記入、書類

の添付は不要です。 

 

➢記入方法の例は   を参照してください。 
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「年間所得の見積額」欄は、令和２年中の合計所得の金額（見積額）を計算し、

該当する方を○で囲んでください。 

➢所得の金額の計算については、Ｐ１９「所得金額の計算方法」をご覧ください。 

➢計算の結果、所得の金額がマイナスの金額となった場合は、「０」万円と判断してくださ

い。 

➢年間所得の見積額が４８万円を超える場合、控除対象となりません。「48 万円超」に○を

された場合、扶養親族等を記入いたただいても、控除対象となりませんので、ご注意くだ

さい。 

控除対象となる扶養親族が欄に記入しきれない場合は「摘要」欄に、その方の氏名、続柄、

生年月日、種別、障害、同居・別居の区別、年間所得の見積額をご記入ください。 

 

➢「摘要」欄に記入しきれない場合は便箋などに記入し、申告書に同封してご提出くださ

い。その際は、便箋などには受給者の方の基礎年金番号・年金コード、氏名、生年月日

をご記入ください。 

 

同一生計内に所得者が 2人以上いるときは、扶養親族等を他の所得者の扶養親族とすることが

できます。またその生計内の扶養親族等をそれぞれの所得者に分けて控除を受けたりすること

もできます。 

この場合には、裏面⑭「摘要」欄に以下をご記入ください。 

・その扶養親族の方の氏名、あなたから見た続柄、生年月日、住所 

・上記の方を扶養親族として控除を受ける他の所得者の氏名、あなたから見た続柄、住所 

 

➢記載された場合でも、受給者の方の控除額には影響はありません。 

 

✍✍  
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返信用封筒に切手を貼って、申告書を封入、投函してください。 

 

〒ｘｘｘ－ｘｘｘｘ 

再 度 記 入 も れ が な い か ご 確 認 く だ さ い 。 

    

日本年金機構 中央年金センター 行 

 16 

事務処理の都合上、日本年金機構からお送りしている返信用封筒には扶養親族等申告書受

付専用の郵便番号を記載しています。 
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■扶養親族等申告書の記入例 

年 金 太 郎 さ ん の 場 合 

本人（太郎） 

７０歳 

給与 

２００万円 

老齢年金受給 

１７０万円 

続柄 

年齢 

収入 

妻（好子） 

７５歳 

老齢年金受給 

９０万円 

同居 

孫（登美子） 

２１歳 

０万円 

同居 

 
 

 

 

※ 年齢は、令和２年１２月３１日時点での年齢です。 

※ ご記入にあたっては、楷書体のわかりやすい文字での記入をお願いいたします。 

父（一郎） 

９２歳 

障害年金受給 

１００万円 

別居 

※身体障害者手帳の交

付（４級）を受ける

普通障害者 
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《記入の説明》 

● 太郎（本人）について 

  ➢『本人障害』欄は、障害者ではないので記入しません。 

  ➢『寡婦・寡夫』欄は、寡夫ではないので記入しません。 

  ➢『本人所得』欄は、900万円を超えないので○をしません。 

  ○太郎の所得の計算方法 

   １７０万円（老齢年金の金額）－１１０万円（公的年金等控除額）＝６０万円 

   ２００万円（給与の収入金額）－６８万円（給与所得控除額）※＝１３２万円 

    ※２００万円 ×３０％ ＋８万円 ＝６８万円 

   １０万円（年金所得の上限額）＋１０万円（給与所得の上限額）－１０万円 ＝１０万円 

   （所得金額調整控除） 

   所得額 ６０万円＋（１３２万円－１０万円）＝１８２万円 

   

● 好子（妻）について 

  ➢『氏名』欄は、氏名・フリガナを記入します。『続柄』欄は、「2.妻」を○で囲みます。 

 『生年月日』欄は、「5.昭」を○で囲み、年月日を記入します。 

➢『個人番号（マイナンバー）』欄にマイナンバーを記入します。 

➢『配偶者の区分』欄は、好子（妻）の年齢が７５歳で、 

収入が年金のみで 158万円以下ですので、上段に○をします。 

➢『配偶者障害』欄は、障害者ではないので記入しません。 

➢『配偶者老人区分』欄は、70歳以上なので、「2.老人」を○で囲みます。 

➢『同居・別居の区分』欄は、同居しているので「1.同居」を○で囲みます。 
 
● 一郎（父）について 

➢『氏名』欄は、氏名・フリガナを記入します。 

『続柄』欄は、「5.父母・祖父母」に○をつけます。 

 『生年月日』欄は、「5.昭」を○で囲み、年月日を記入します。 

➢『個人番号（マイナンバー）』欄にマイナンバーを記入します。 

➢『種別』欄は、「老人扶養親族」に該当するため、「2.老人」を○で囲みます。 

➢『障害』欄は、普通障害者に該当するので「1.普通障害」を○で囲みます。 

➢『同居・別居の区分』欄は、別居しているので「2.別居」を○で囲みます。 

➢『年間所得の見積額』欄は、「48万円以下」を○で囲みます。 

  ※障害年金は所得額計算の際、収入に含まれません。 

 ➢『摘要』欄に身体障害者手帳等の種類等、および住所を記入します。 

● 登美子（孫）について 

➢『氏名』欄は、氏名・フリガナを記入します。『続柄』欄は、「4.孫」に○をつけます。 

『生年月日』欄は、「7.平」を○で囲み、年月日を記入します。 

➢『個人番号（マイナンバー）』欄にマイナンバーを記入します。 

➢『種別』欄は、「特定扶養親族」に該当するため、「1.特定」を○で囲みます。 

➢『障害』欄は、障害者ではないので記入しません。 

➢『同居・別居の区分』欄は、同居しているので「1.同居」を○で囲みます。 

➢『年間所得の見積額』欄は、「48万円以下」を○で囲みます。   
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 障害の内容  普通障害者  特別障害者  

① 

精神上の障害により事理を弁

識する能力を欠く常況にある

方 （※１） 

 該当するすべての方 

② 
精神保健指定医などから知

的障害者と判定された方 

中度または軽度と判定された

方（療育手帳の障害の程度が

Ｂ、Ｂ1、Ｂ2、Ｃ、愛の手帳の

３～４度の方） 

重度と判定された方 

（療育手帳の障害の程度が

Ａ、Ａ1、Ａ2、愛の手帳の１

～２度の方） 

 

③ 

精神に障害がある方で精神障

害者保健福祉手帳の交付を受

けている方 

右の程度以外の方 
精神障害者保健福祉手帳の 

障害の程度が１級の方 

④ 

身体障害者手帳に身体上の 

障害がある方として記載され

ている方 

障害の程度が３級から６級ま

での方 

障害の程度が１級または２級

の方 

⑤ 
戦傷病者手帳の交付を受けて

いる方 
右の程度以外の方 

障害の程度が恩給法特別項症

から第３項症までの方 

⑥ 

原子爆弾の被爆による障害者

として厚生労働大臣の認定を

受けている方 

 該当するすべての方 

⑦ 
常に就床を要し、複雑な介護を

要する方（※２） 
 該当するすべての方 

⑧ 

年齢が６５歳以上で、福祉事務

所長などから認定されている

方 

右の程度以外の方 
①、②、④の特別障害者と   

同程度の障害がある方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者とは 

所得税法上の「普通障害者」と「特別障害者」とは、受給者本人または控除対象配偶者もしくは

扶養親族の中で、その障害の内容により、次に該当する方をいいます。詳しくは年金事務所また

は税務署にお尋ねください。 

※１ 「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況」とは、精神上の障害のため物事のよしあしが区別する

ことができないか、できるとしてもそれによって行動することができない状態にあることをいいます。また、

「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況」にあることは、医師の診断書によって証明されますが、

診断書の写しを申告書に添付する必要はありません。 

※２ 「常に就床を要し、複雑な介護を要する方」とは、引き続き６ヶ月以上にわたって身体の障害により就床を要

し、介護を受けなければ自ら排せつ等をすることができない程度の状態にあると認められる方のことです。排

せつ等の日常生活に支障のある寝たきりのままの方は該当することになります。 

なお、「常に就床を要し、複雑な介護を要する方」であることについて、特に証明するものはありませんが、

症状が固定すれば身体障害者手帳の交付申請を行うことができます。 



 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年金を受け取る人の年齢 受け取る年金額（Ａ） 公的年金等控除額 

６５歳以上 

330万円以下 110万円 

330万円超 410万円以下 (A)×25％＋27万 5千円 

410万円超 770万円以下 (A)×15％＋68万 5千円 

770万円超 1,000万円以下 (A)×5％＋145万 5千円 

1,000万円超 195万 5千円 

６５歳未満 

130万円以下 60万円 

130万円超 410万円以下 (A)×25％＋27万 5千円 

410万円超 770万円以下 (A)×15％＋68万 5千円 

770万円超 1,000万円以下 (A)×5％＋145万 5千円 

1,000万円超 195万 5千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所 得 金 額 の 計 算 方 法 

●障害年金、遺族年金は非課税所得ですので、所得には含みません。 

① 収入が公的年金等の場合の所得金額の計算方法は次のとおりです。 

「その年に受け取る年金額（※）」－「公的年金等控除額」＝「公的年金等にかかる雑所得の金額」 

《計算例１》65歳以上の方で受け取っている年金額が 145万円の場合 

145万円 （受け取る年金額）－110万円(公的年金等控除額) ＝ 35万円（年間所得の見積額） 

《計算例２》65歳未満の方で受け取っている年金額が 50万円の場合 

50万円 （受け取る年金額） － 60万円(公的年金等控除額) ＝ 0万円（年間所得の見積額） 

                    ＊マイナスとなった場合は所得額は０円となります。 

 

※ 公的年金等とは、厚生年金保険、国民年金、共済組合、恩給、厚生年金基金、国民年金基金などです。 

 所得が年金のみ または 年金以外の所得が年間１，０００万円以下場合 

●公的年金等控除額は、以下のように年金以外の所得額、年齢と受け取る年金額に応じて異なり

ます。 

※「受け取る年金額」とは、社会保険料などが控除される前の合計年金額です。 
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年金を受け取る人の年齢 受け取る年金額（Ａ） 公的年金等控除額 

６５歳以上 

330万円以下 100万円 

330万円超 410万円以下 (A)×25％＋17万 5千円 

410万円超 770万円以下 (A)×15％＋58万 5千円 

770万円超 1,000万円以下 (A)×5％＋135万 5千円 

1,000万円超 185万 5千円 

６５歳未満 

130万円以下 50万円 

130万円超 410万円以下 (A)×25％＋17万 5千円 

410万円超 770万円以下 (A)×15％＋58万 5千円 

770万円超 1,000万円以下 (A)×5％＋135万 5千円 

1,000万円超 185万 5千円 

 

 

 

 

 

 

年金を受け取る人の年齢 受け取る年金額（Ａ） 公的年金等控除額 

６５歳以上 

330万円以下 90万円 

330万円超 410万円以下 (A)×25％＋7万 5千円 

410万円超 770万円以下 (A)×15％＋48万 5千円 

770万円超 1,000万円以下 (A)×5％＋125万 5千円 

1,000万円超 175万 5千円 

６５歳未満 

130万円以下 40万円 

130万円超 410万円以下 (A)×25％＋7万 5千円 

410万円超 770万円以下 (A)×15％＋48万 5千円 

770万円超 1,000万円以下 (A)×5％＋125万 5千円 

1,000万円超 175万 5千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年金以外の所得が年間１，０００万円超～２，０００万円以下の場合 

 年金以外の所得が年間２，０００万円超の場合 
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● 公的年金等所得と給与所得があり、合計した所得額が１０万円を超える場合 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与の収入金額（Ｂ） 給与所得控除額 

１６２万５千円以下 ５５万円 

１６２万５千円超１８０万円以下 （Ｂ）×４０％ －１０万円 

１８０万円超３６０万円以下 （Ｂ）×３０％＋８万円 

３６０万円超６６０万円以下 （Ｂ）×２０％＋４４万円 

６６０万円超８５０万円以下 （Ｂ）×１０％＋１１０万円 

８５０万円超 １９５万円 

「給与の収入金額」－「給与所得控除額」＝「給与所得の金額」 

●給与所得控除額は、下表のように給与の収入金額に応じて異なります。 

《計算例》給与の収入金額が 90万円の場合 

90万円 （給与の収入金額） －  55万円(給与所得控除額)＝ 35万円（年間所得の見積額） 

②収入が給与の場合の所得金額の計算方法は次のとおりです。 

③一定の条件に該当する場合、給与所得控除には「所得金額調整控除」の額が加算さ 

れます。 

所得金額調整控除額の計算方法 年金所得額（※） ＋ 給与所得額（※） － １０万円  

                    （※）１０万円を超える場合は１０万円     

《計算例》65歳以上の方で受け取っている年金額が 180万円 

    及び給与の収入金額が 200万円である場合 

  給与所得控除額  ：200万円（給与の収入金額） × 30％ ＋ 8万円 ＝ 68万円 

  所得金額調整控除額：10万円（年金所得の上限額） ＋ 10万円（給与所得の上限額） 

－ 10万円 ＝ 10万円 

 200万円 － 68万円（給与所得控除額） － 10万円（所得金額調整控除額） 

＝  122万円（給与所得の見積額） 

 



 

22 

 

 

● 給与収入が８５０万円を超え、以下のいずれかに該当する場合 

  ・本人が特別障害者に該当する。 

  ・特別障害者に該当する同一生計配偶者または扶養親族がいる。 

  ・２３歳未満の扶養親族がいる。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所得の種類 所得金額（非課税所得は含みません。） 

利 子 所 得 利子収入額と同額 

配 当 所 得 収入金額－株式等の取得に要した負債の利子 

不 動 産 所 得 総収入金額－必要経費 

事 業 所 得 総収入金額－必要経費 

譲 渡 所 得 総収入金額－（取得費＋譲渡費用）－特別控除額 

退 職 所 得 
特定役員退職手当以外の場合：（収入金額－退職所得控除額）×１／２ 

特定役員退職手当の場合：収入金額－退職所得控除額 

山 林 所 得 総収入金額－必要経費－特別控除額 

一 時 所 得 総収入金額－支出金額－特別控除額 

雑 所 得 公的年金等以外の場合 総収入金額－必要経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④収入が公的年金等・給与以外の場合の計算方法は次のとおりです。 

※ 所得金額の計算方法について、詳しくは、お近くの税務署にお尋ねください。 

※ 公的年金等以外とは、個人年金保険、郵便年金などです。 

所得金額調整控除額の計算方法 （給与の収入金額 （※） － ８５０万円） × １０％ 

                   ※1,000万円を超える場合は 1,000万円 

《計算例》給与の収入金額が 1,200万円で、23歳未満の扶養親族を有する場合 

  給与所得控除額： 195万円 

  所得金額調整控除：（1,000万円（給与の収入の上限額）－ 850万円）× 10％ ＝  15万円 

 1,200万円（給与の収入金額） － 195万円（給与所得控除額） 

            － 15万円（所得金額調整控除額） ＝  990万円（年間所得の見積額） 
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●所得額とは収入から控除額等を差し引いたものです。 

●控除額は所得の種類ごとに計算方法が異なります。 

●複数の種類の収入がある場合は、種類ごとの所得額を計算し、合計してください。 

◇収入が公的年金等の場合 
 ・収入額は社会保険料等が差し引かれる前の金額です。 

 ・遺族年金・障害年金は含まれません。 

 ・共済年金等複数の公的年金等を受給されている場合は合計した収入金額で計算してください。 

 

65歳以上の方で公的年金等収入のみの方の例 
収入額（年間額） 所得額 備考 

１５８万円 ４８万円 １５８万円を超える年金収入があれ

ば所得額４８万円超 

２００万円 ９０万円  

２０５万円 ９５万円 ２０５万円を超える年金収入があれ

ば所得額９５万円超 
 

 65歳未満の方で公的年金等収入のみの方の例 
収入額（年間額） 所得額 備考 

６０万円以下 ０円  

１０８万円 ４８万円 １０８万円を超える年金収入があれ

ば所得額４８万円超 

１２０万円 ６０万円  

１３５万円 ７３万７千５百円  

１５０万円 ８５万円  

１６０万円 ９２万５千円  

１６３万３千円 ９４万９千７百 

５十円 

1,633,334 円を超える年金収入があ

れば所得額９５万円超 

 

◇収入が給与の場合 
 ※年金受給者の場合、公的年金等の所得額と合計した後の金額が申告書に記入いただく際の所得額になります。 

収入額（年間額） 所得額 備考 

６０万円 ５万円  

１０３万円 ４８万円 １０３万円を超える給与収入があれ

ば所得額４８万円超 

１０５万円 ５０万円  

１５０万円 ９５万円 １５０万円を超える給与収入があれ

ば所得額９５万円超 

１，０９５万円 ９００万円 １，０９５万円を超える給与収入が

あれば所得額９００万円超 

※所得金額調整控除が適用されない

場合 

 

 

 

所得金額の早見表 
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◇公的年金等と給与の両方の収入がある場合 
 

 65歳以上の方の例 
年金収入額（年間額） 給与収入額（年間額） 合計所得額 

１２０万円 ６０万円 １０万円 

１５８万円 ９０万円 ７３万円 

１７０万円 １００万円 ９５万円 

２１０万円 １，０００万円 ８９５万円 

 

65歳未満の方の例 
年金収入額（年間額） 給与収入額（年間額） 合計所得額 

６０万円 ６０万円 ５万円 

８０万円 ９０万円 ４５万円 

１０８万円 ９５万円 ７８万円 

１２０万円 １００万円 ９５万円 

 

●収入が公的年金等または給与以外である場合の所得金額の計算方法について、詳しくはお近くの年

金事務所または税務署にお尋ねください。 
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◇収入が公的年金等の場合 
例１ 公的年金等の源泉徴収票 

 
 

 

例２ 年金額改定通知書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入金額の確認方法（例） 

「支払金額」の欄の金額が、社会保険料等が

差し引かれる前の収入額になります。 

この金額から控除額等を差し引いた額が所得額です。 

令和２年分の見込額は令和元年分以前の源泉徴収票の

金額を参考にして見積もってください。 

「合計金額」の欄の金額が、社会

保険料等が差し引かれる前の収

入額になります。 

この金額から控除額等を差し引いた額

が所得額です。 

令和２年分の見込額は平成 31年 4月の

改定通知書の金額を参考にして見積も

ってください。 
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◇収入が給与の場合 
例１ 給与所得の源泉徴収票 

 
 

上記は例になります。所得額の計算方法について、不明な点は、お近くの税務署にお尋ねください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「支払金額」の欄の金額が、収入

額になります。 

「給与所得控除後の金額」の欄の金額が、所得

額になります。 

 

令和 2年分の所得見積金額については、所得額

の計算方法が変更されているため、収入見込が

令和元年と変更がない場合でも、令和元年分以

前の源泉徴収票に記載されている所得額その

ものとはなりませんのでご注意ください。 

給与収入が 850万円以下の場合、令和元年分の

所得額に 10万円を加算した額が令和 2年分の

給与所得見積額となります。 
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対    象 控 除 の 種 類 月割控除額《１か月あたり》 

受 給 者 全 員 
公的年金等控除、 

基礎控除相当 

【６５歳未満の方】 

１か月分の年金支払額×２５％＋６５，０００円 

（最低額９万円） 

【６５歳以上の方】 

１か月分の年金支払額×２５％＋６５，０００円 

（最低額１３万５千円） 

控 除 対 象 配 偶 者 が 

いる場合 

 

配偶者控除 ３２，５００円（年額３９０，０００円） 

老人控除対象配偶者相当 ４０，０００円（年額４８０，０００円） 

控除対象扶養親族が 

いる場合（16歳以上） 

 

扶 養 控 除 ３２，５００円×人数（年額３９０，０００円×人数） 

 

特定扶養親族控除 ５２，５００円×人数（年額６３０，０００円×人数） 

老人扶養親族控除 ４０，０００円×人数（年額４８０，０００円×人数） 

受 給 者 本 人 、 

同 一 生 計 配 偶 者 、 

扶養親族が障害者の 

場合 

 

普通障害者控除 ２２，５００円×人数（年額２７０，０００円×人数） 

 

特別障害者控除 ３５，０００円×人数（年額４２０，０００円×人数） 

 

同居特別障害者控除 ６２，５００円×人数（年額７５０，０００円×人数） 

〔源泉徴収税額の計算〕（１円未満切捨て） 

源泉徴収税額 ＝（年金支給額－社会保険料－各種控除額）×合計税率※（５．１０５％） 
※合 計 税 率（５．１０５％） ＝ 所得税率（５） × １０２．１ ／１００ 

●計算式内の「社会保険料」とは、年金から特別徴収された介護保険料及び国民健康保険料(または

後期高齢者医療保険料)の合計額です。 

年金にかかる源泉徴収税額 

■年金にかかる所得税および復興特別所得税の源泉徴収税額は、次の計算式で計算し

た金額となります。 

または 

または 

または 

または 

または 

 「扶養親族等申告書」を提出した場合 

退職共済年金受給者の方は、６５歳になると源泉徴収税額の計算が変わり、政令で定める一定の額を差し引い

た額を控除することになります。 

〔源泉徴収税額の計算〕（１円未満切捨て） 

源泉徴収税額 ＝｛退職共済年金の年金支給額－社会保険料－ 

（各種控除額－政令で定める一定の額※）｝×合計税率（５．１０５％） 

※ 計算式内の「政令で定める一定の額」とは、４７，５００円×その年金支給額の計算の基礎となった月数により算出さ

れた金額です。 

※ 合計税率につきましてはＰ２８「平成２５年分の所得税から適用された復興特別所得税」をご参照ください。 

◇各種控除額 
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※ 障害者控除は、扶養親族が年少扶養親族（１６歳未満）である場合においても適用されます。 

※ 同居特別障害者控除は、同一生計配偶者または扶養親族のうち特別障害者に該当する人で、受給者本人、その配

偶者または受給者本人と生計を一にするその他の親族のいずれかとの同居を常況としている人に適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

平成 23年 12月 2日に東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法（平成 23年法律第 117号）が公布され、「復興特別所得税」が創設されました。 

 平成 25年 2 月に支払われた年金から、所得税および復興特別所得税が源泉徴収されます。 

 復興特別所得税は、平成 25年 1月 1 日から令和 19年 12 月 31日までの間に生ずる所得について源泉所得税を徴収する

際、併せて源泉徴収されます。 

 源泉徴収される復興特別所得税の額は、源泉徴収される所得税の額の 2.1％相当額とされています。 

 復興特別所得税の源泉徴収は、所得税の源泉徴収の際に併せて行うこととされているため、源泉徴収の対象となる支払

金額等に対して合計税率を乗じて計算した金額を源泉徴収します。 

 源泉徴収税率は次の計算で求めることになります。 

合計税率 ＝ 所得税率  × １０２．１ ／ １００ 

 

受給者本人が寡婦、 

特別寡婦、寡夫の場合 

 

寡婦控除 ２２，５００円（年額２７０，０００円） 

 

特別寡婦控除 ３０，０００円（年額３６０，０００円） 

 

寡夫控除 ２２，５００円（年額２７０，０００円） 

または 

または 

平成 25年分の所得税から適用された復興特別所得税 

 

扶養控除や障害者控除など各種控除に該当する場合、扶養親族等申告書をご提出いただ

けない場合は、該当する控除が受けられず、ご提出いただいた場合と比べて多くの所得

税が源泉徴収される場合がありますのでご注意ください。 

各種控除に該当しない場合は、提出されない場合でも源泉徴収税額に差はありません。 

（※）合計税率については、下記の「平成２５年分の所得税から適用された復興特別所得税」をご参照願います。 

 「扶養親族等申告書」を提出しない場合 

〔源泉徴収税額の計算〕（１円未満切捨て） 

源泉徴収税額 ＝（年金支給額－社会保険料－控除額※１）×合計税率※２（５．１０５％） 

※１ 【６５歳未満の方】１か月分の年金支払額×２５％＋６５，０００円（最低額９万円） 

【６５歳以上の方】１か月分の年金支払額×２５％＋６５，０００円（最低額１３万５千円） 

※２合計税率（５．１０５％） ＝ 所得税率（５） × １０２．１ ／１００ 


